
第 23期決算公告 平成22年11月30日
千葉県君津市君津１番地

株式会社環境エンジニアリングサービス
代表取締役 歌原 英明

貸借対照表の要旨(平成22年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

の
部
資
産

流 動 資 産 205,809
固 定 資 産 4,203
合 計 210,012

純
資
産
の
部

負

債

及

び

流 動 負 債 47,311
固 定 負 債 586

株 主 資 本 162,133
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 132,133
その他利益剰余金 132,133
(うち当期純利益) (18,924)

評価・換算差額等 �18
その他有価証券評価
差額金 �18

合 計 210,012

第 58期決算公告 平成22年10月29日
千葉県船橋市潮見町18番２号
白 井 運 輸 株 式 会 社
代表取締役 島貫 省一

貸借対照表の要旨(平成22年８月31日現在)
科 目 金 額(千円)

の

部

資

産

流 動 資 産 533,439
固 定 資 産 1,431,443
有形固定資産 1,196,015
無形固定資産 235,428
合 計 1,964,882

純
資
産
の
部

負

債

及

び

流 動 負 債 94,829
固 定 負 債 1,983,689
株 主 資 本 � 113,636
資 本 金 45,000
利 益 剰 余 金 � 158,636
利 益 準 備 金 9,550
その他利益剰余金 � 168,186
(うち当期純利益) (11,277)
合 計 1,964,882

第 69期決算公告 平成22年11月30日
東京都千代田区岩本町一丁目10番３号
日本エレベーター製造株式会社

代表取締役 千足 ¤男
貸借対照表の要旨(平成22年６月30日現在)

科 目 金 額(千円)

の
部
資
産

流 動 資 産 7,550,110
固 定 資 産 1,351,524
資 産 合 計 8,901,634

純
資
産
の
部

負

債

及

び

流 動 負 債 3,099,444
固 定 負 債 891,477
(退職給付引当金) (587,818)
株 主 資 本 4,910,713
資 本 金 208,000
利 益 剰 余 金 4,702,713
利 益 準 備 金 52,000
その他利益剰余金 4,650,713
(当期純利益) (170,607)
負債・純資産合計 8,901,634

第 48期決算公告 平成22年11月30日
東京都千代田区岩本町一丁目１番５号
日本エレベーター製造サービス株式会社

代表取締役 千足 ¤男
貸借対照表の要旨(平成22年６月30日現在)

科 目 金 額(千円)

の
部
資
産

流 動 資 産 345,909
固 定 資 産 384,282
資 産 合 計 730,192

純
資
産
の
部

負

債

及

び

流 動 負 債 219,810
固 定 負 債 380,000
株 主 資 本 130,382
資 本 金 60,500
資 本 剰 余 金 48,933
資 本 準 備 金 48,933
利 益 剰 余 金 20,948
利 益 準 備 金 6,345
その他利益剰余金 14,603
(当期純利益) (36,631)
負債・純資産合計 730,192

第 22期決算公告 平成22年11月30日
東京都千代田区岩本町一丁目１番５号
日本エレベーター製造施設株式会社

代表取締役 千足 ¤男
貸借対照表の要旨(平成22年６月30日現在)

科 目 金 額(千円)

の
部
資
産

流 動 資 産 30,013
固 定 資 産 649

資 産 合 計 30,663

純
資
産
の
部

負

債

及

び

流 動 負 債 17,570
固 定 負 債 35,064
(退職給付引当金) (64)
株 主 資 本 �21,971
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 �41,971
その他利益剰余金 �41,971
(当期純損失) (32,767)
負債・純資産合計 30,663

第 ６ 期 決 算 公 告
平成 22年 11月 30日
東京都千代田区有楽町一丁目７番１号１Ｆ

コヴァ・ジャパン株式会社
代表取締役 南里 清久

貸借対照表の要旨(平成22年６月30日現在)
科 目 金 額(円)

の
部
資
産

流 動 資 産 94,578,186
固 定 資 産 315,150,280
資 産 合 計 409,728,466

純
資
産
の
部

負

債

及

び

流 動 負 債 12,723,397
固 定 負 債 340,680,295
株 主 資 本 56,324,774
資 本 金 10,000,000
資 本 剰 余 金 8,250,000
資 本 準 備 金 8,250,000
利 益 剰 余 金 38,074,774
その他利益剰余金 38,074,774
(うち当期純利益) (11,609,182)
負債・純資産合計 409,728,466

平成™™年˜˜月š—日 火曜日 (号外第™œ—号)官 報
前
払
式
特
定
取
引
業
者
営
業
保
証
金
等
取
戻
し
公
告

割
賦
販
売
法
第
三
十
五
条
の
三
の
六
十
二
に
お
い
て
準

用
す
る
同
法
第
二
十
九
条
第
二
項
及
び
許
可
割
賦
販
売
業

者
等
の
営
業
保
証
金
等
に
関
す
る
規
則
第
十
九
条
第
六
項

の
規
定
に
よ
り
次
の
よ
う
に
公
告
し
ま
す
。

一
、
名
称

有
限
会
社
松
井
家
具
友
の
会

二
、
代
表
者
の
氏
名

松
井

秀
樹

三
、
本
店
の
所
在
地

山
口
県
宇
部
市
新
天
町
一
丁
目
二

番
二
八
号

四
、
許
可
年
月
日

昭
和
四
十
九
年
四
月
十
六
日

五
、
許
可
失
効
年
月
日

平
成
二
十
二
年
七
月
三
十
一
日

六
、
営
業
保
証
金
等
の
金
額

{
営
業
保
証
金

金
十
万
円

|
前
受
業
務
保
証
金

金
一
千
万
円

七
、
前
号
の
営
業
保
証
金
等
に
つ
き
割
賦
販
売
法
第
三
十

五
条
の
三
の
六
十
二
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
二
十
一

条
第
一
項
の
権
利
を
有
す
る
者
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌

日
か
ら
六
箇
月
以
内
に
そ
の
債
権
の
額
及
び
債
権
発
生

の
原
因
た
る
事
実
並
び
に
住
所
及
び
氏
名
又
は
名
称
を

記
載
し
た
申
出
書
三
通
を
中
国
経
済
産
業
局
長
に
提
出

し
て
下
さ
い
。

八
、
前
号
の
申
出
書
の
提
出
が
な
い
と
き
は
、
第
六
号
の

取
戻
し
を
し
よ
う
と
す
る
営
業
保
証
金
等
は
取
戻
さ
れ

ま
す
。

平
成
二
十
二
年
十
一
月
三
十
日

山
口
県
宇
部
市
新
天
町
一
丁
目
二
番
一
〇
号

株
式
会
社
松
井
家
具
店

代
表
取
締
役

松
井

秀
樹

有
料
職
業
紹
介
事
業
保
証
金
取
戻
し
公
告

有
料
職
業
紹
介
事
業
保
証
金
規
則
廃
止
等
に
関
す
る
省

令
（
平
成
十
五
年
法
務
省
令
・
厚
生
労
働
省
令
第
二
号
）

第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
次
の
と
お
り
公
告
し
ま

す
。

一

保
証
金
の
取
戻
し
を
し
よ
う
と
す
る
者
の
氏
名
又
は

名
称
並
び
に
事
業
所
の
名
称
及
び
所
在
地

株
式
会
社

シ
ス
テ
ム
シ
ン
ク

株
式
会
社
シ
ス
テ
ム
シ
ン
ク

東

京
都
新
宿
区
神
楽
坂
一
丁
目
一
五
番
地

二

保
証
金
の
額

金
三
十
万
円

三

前
号
の
保
証
金
に
つ
き
職
業
安
定
法
及
び
労
働
者
派

遣
事
業
の
適
正
な
運
営
の
確
保
及
び
派
遣
労
働
者
の
就

業
条
件
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る

法
律
（
平
成
十
五
年
法
律
第
八
十
二
号
。
以
下
、「
法
」

と
い
う
。）の
施
行
前
に
当
該
保
証
金
に
つ
き
法
第
一
条

の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
職
業
安
定
法
（
昭
和
二
十
二

年
法
律
第
百
四
十
一
号
）
第
三
十
二
条
の
二
第
二
項
の

権
利
を
有
す
る
者
は
、
本
公
告
掲
載
の
日
の
翌
日
か
ら

六
箇
月
以
内
に
、
そ
の
債
権
の
額
、
債
権
発
生
の
原
因

た
る
事
実
並
び
に
住
所
及
び
氏
名
又
は
名
称
を
記
載
し

た
申
出
書
二
通
を
当
該
公
告
を
し
た
者
の
事
業
所
の
所

在
地
を
管
轄
す
る
都
道
府
県
労
働
局
長
に
提
出
し
て
下

さ
い
。

四

前
号
の
申
出
書
の
提
出
が
な
い
と
き
は
、
第
二
号
の

保
証
金
が
取
り
戻
さ
れ
ま
す
。

平
成
二
十
二
年
十
一
月
三
十
日

東
京
都
新
宿
区
神
楽
坂
一
丁
目
一
五
番
地

株
式
会
社
シ
ス
テ
ム
シ
ン
ク

代
表
取
締
役

武
本

耕
一

有
料
職
業
紹
介
事
業
保
証
金
取
戻
し
公
告

有
料
職
業
紹
介
事
業
保
証
金
規
則
廃
止
等
に
関
す
る
省

令
（
平
成
十
五
年
法
務
省
令
・
厚
生
労
働
省
令
第
二
号
）

第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
次
の
と
お
り
公
告
し
ま

す
。

一

保
証
金
の
取
戻
し
を
し
よ
う
と
す
る
者
の
氏
名
又
は

名
称
並
び
に
事
業
所
の
名
称
及
び
所
在
地

社
団
法
人

地
域
経
済
総
合
研
究
所

社
団
法
人
地
域
経
済
総
合
研

究
所

東
京
都
渋
谷
区
桜
丘
町
二
番
九
号

二

保
証
金
の
額

金
三
十
万
円

三

前
号
の
保
証
金
に
つ
き
職
業
安
定
法
及
び
労
働
者
派

遣
事
業
の
適
正
な
運
営
の
確
保
及
び
派
遣
労
働
者
の
就

業
条
件
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る

法
律
（
平
成
十
五
年
法
律
第
八
十
二
号
。
以
下
、「
法
」

と
い
う
。）の
施
行
前
に
当
該
保
証
金
に
つ
き
法
第
一
条

の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
職
業
安
定
法
（
昭
和
二
十
二

年
法
律
第
百
四
十
一
号
）
第
三
十
二
条
の
二
第
二
項
の

権
利
を
有
す
る
者
は
、
本
公
告
掲
載
の
日
の
翌
日
か
ら

六
箇
月
以
内
に
、
そ
の
債
権
の
額
、
債
権
発
生
の
原
因

た
る
事
実
並
び
に
住
所
及
び
氏
名
又
は
名
称
を
記
載
し

た
申
出
書
二
通
を
当
該
公
告
を
し
た
者
の
事
業
所
の
所

在
地
を
管
轄
す
る
都
道
府
県
労
働
局
長
に
提
出
し
て
下

さ
い
。

四

前
号
の
申
出
書
の
提
出
が
な
い
と
き
は
、
第
二
号
の

保
証
金
が
取
り
戻
さ
れ
ま
す
。

平
成
二
十
二
年
十
一
月
三
十
日

東
京
都
渋
谷
区
桜
丘
町
二
番
九
号

社
団
法
人
地
域
経
済
総
合
研
究
所

理
事
長

岡
田

康
司

˜Ÿ—
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